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答申第１２１号

答 申

第１ 審査会の結論

実施機関は、不開示とした情報のうち、次の情報を開示すべきである。

１ 計算書類のうち、貸借対照表における中科目である「有形固定資産」及び「そ

の他の固定資産」に係る「本年度末」欄、「前年度末」欄及び「増減」欄

２ 貸借対照表に附属する固定資産明細表における「有形固定資産」及び「その他

の固定資産」に係る「差引期末残高」の「計」欄

第２ 諮問事案の概要

１ 行政文書の開示請求

異議申立人は、平成２１年５月８日、奈良県情報公開条例（平成１３年３月奈良県

条例第３８号。以下｢条例｣という。）第６条第１項の規定に基づき、奈良県知事（以

下「実施機関」という。）に対し、「（学）○○○○に係る当初予算、補正予算、収

支決算書、補助金申請書、補助金決算報告書（上記の直近５年間の分）」の開示請求

（以下「本件開示請求」という。）を行った。

２ 実施機関の決定

平成２１年５月２２日、実施機関は、本件開示請求に対応する行政文書を別紙１の

とおり特定した上で、別紙１の開示しない部分（以下「本件不開示情報」という。）

を除いて開示する旨の行政文書一部開示決定（以下「本件決定」という。）を行い、

別紙１の開示しない理由を付して、異議申立人に通知した。

３ 異議申立て

異議申立人は、平成２１年６月８日、本件決定を不服として、行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対し、本件不開示情報

のうち、資金収支計算書中、「施設関係支出の建物支出と構築物の金額」及び「設備

関係支出の教育研究用機器備品支出とその他の機器備品支出の金額」並びに貸借対照

表中、「建物、構築物、教育研究用機器備品、その他の機器備品の金額」の開示を求

める異議申立てを行った。

４ 諮 問

平成２１年６月１５日、実施機関は、条例第１９条の規定に基づき、奈良県情報公

開審査会（以下「当審査会」という。）に対して、当該異議申立てに係る諮問を行っ

た。
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第３ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨

平成２１年度 行政文書開示許可申請書の一部開示決定処分で不開示となった部分

のうち以下の開示をもとめます。

(1) 資金収支計算書

施設関係支出の建物支出と構築物の金額

設備関係支出の教育研究用機器備品支出とその他の機器備品支出の金額

(2) 貸借対照表

建物、構築物、教育研究用機器備品、その他の機器備品の金額

２ 異議申立ての理由

キリスト教主義を標榜する他府県の幼稚園で事業経費補助金を理事長の自宅のリフ

ォーム費に不正流用していたり、少子化対策費補助金を教会の長椅子購入費に流用し

ていたこと等が発覚し、その１件が読売新聞と毎日新聞で報道されました。（京都市

では現在住民監査請求審査中、京都府に対して住民監査請求準備中）

上記いずれも教育機器購入費にもぐりこませていたり、構築物で宗教法人の施設の

修理等を実行していました。

牧師を園長兼理事長に据える幼稚園にあって、キリスト教を傘に着て、行政を信用

させ、不正流用することは社会的に見ても許されることではありません。このような

不正流用を防ぐため同宗派（○○○○○）の傘下の幼稚園について同様の流用が行わ

れていないかを精査することが緊急に必要であり、税金で園児の教育のために補助さ

れているお金が目的にかなった正しい使われ方がされているかを点検することが今一

番重要であると思われますので上記不開示部分を是非とも開示されたいと要望いたし

ます。

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関が、理由説明書等において説明している異議申立人が異議申立ての趣旨で

開示を求めている部分を不開示とした理由は、おおむね次のとおりである。

１ 資金収支計算書及び貸借対照表について

奈良県は、県内に所在する私立の高等学校、中等教育学校、中学校、小学校又は幼

稚園を設置する学校法人に対し、これらの学校の運営に要する経費について、私立学

校振興助成法（昭和５０年法律第６１号）第９条に基づく国の補助を受けたうえで、

予算の範囲内において補助金（以下「私立学校教育経常費補助金」という。）を交付

している。私立学校振興助成法第９条に規定する補助金の交付を受ける学校法人は、

私立学校振興助成法第１４条に基づき、学校法人会計基準（昭和４６年文部省令第１

８号）に従い、会計処理を行い、貸借対照表、収支計算書その他の財務計算に関する

書類を作成し、所轄庁である奈良県に届け出なければならないこととされている。
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学校法人○○○○は、異議申立人が開示を求めた直近５年間（平成１６年度から平

成２０年度までの間）、奈良県より私立学校教育経常費補助金の交付を受けており、

資金収支計算書及び貸借対照表（以下「本件行政文書」という。）は、学校法人○○

○○が私立学校振興助成法第１４条に基づき、県に届け出た書類である。

２ 不開示の理由について

(1) 本件行政文書の性格について

私立学校については、私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第１条において、

「この法律は、私立学校の特性にかんがみ、その自主性を重んじ、公共性を高める

ことによつて、私立学校の健全な発達を図ることを目的とする。」と規定されて

いる。国公立学校が国または地方公共団体の設置する施設として公費でまかなわ

れるものであるのに対し、私立学校は私人の寄附財産等により設立され、運営さ

れることを原則とする特性がある。そのため、私立学校法では、私立学校や学校

法人の組織運営に法的規制を加えることによってその公共性の高揚を図りながら

も、その一方で、所轄庁が、一定の権限を行使するにも私立学校審議会の意見を

聴くことを義務付けるなど、その権限に制限を加えることにより、その自主性が

重視されている。

本件行政文書は、私立学校法第４７条において、学校法人が毎会計年度終了後

２月以内に作成し、各事務所に備え置かなければならないこととされ、当該学校

法人の設置する私立学校に在学する者その他の利害関係人から請求があった場合

には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならないこと

とされている。

ここでいう「利害関係人」とは、「私立学校法の一部を改正する法律等の施行

に伴う財務情報の公開等について（通知）」（平成１６年７月２３日付け１６文

科高第３０４号。以下「文科省通知」という。）において、在学者のほか、学校

法人との間で法律上の権利義務関係を有する者を指すものとされ、具体的には、

例えば①当該学校法人の設置する私立学校に在学する学生生徒やその保護者、②

当該学校法人と雇用関係にある者、③当該学校法人に対する債権者、抵当権者等

がこれに該当することとされ、これら利害関係人以外の者に対し閲覧に供するこ

とについては、各学校法人の判断に委ねられている。

さらに、文科省通知では、財務情報の公開について、「小規模法人への配慮等

について」として、各都道府県における所轄の学校法人に対して指導を行うに際

しては、小規模法人に過度の負担とならないよう配慮されたいとしている。学校

法人○○○○は、幼稚園１園のみを設置する小規模な学校法人であり、財務状況に

ついては、ホームページ等において公開していないことから、本件行政文書の開示に

当たっては当該学校法人の負担とならないよう配慮すべきであると考える。

また、近年の少子化の影響で、私立学校間の競争関係は今後ますます激化していく

状況にあるが、各学校法人は園児確保のため、独自の特徴を活かした経営によりこれ

に対応している。このような状況の中で、会計書類から経営上の秘密をある程度うか

がい知る可能性を否定することはできず、さらに、会計書類から把握できる財務内容
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によっては、当該学校法人が経営的信用を失い、社会的評価を低下させることもある。

(2) 条例第７条第３号該当性について

本件行政文書は、学校法人に係る財務に関する記録であり、その内容は、当該学校

法人の内部管理情報であり、条例第７条第３号に規定する情報である。

まず、貸借対照表は、学校法人の財政状況が記録されたものである。学校法人の財

産は、私人の寄附財産等により形成されたものであり、その管理、運用は、法人の事

業運営上の内部管理に属する事項として最も自主性が尊重されるべきものである。し

たがって、貸借対照表のすべてを開示することになれば、他の幼稚園設置法人などが

知り得た情報と比較し当該学校法人の経営方針や経営戦略、例えば、教員の人件費、

設備、教具にどの程度ウェイトをかけるといった経営方法をうかがい知ることができ、

当該学校法人の社会的に受忍すべき限度を超え、当該学校法人の権利、競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれがあると考える。

次に、資金収支計算書は、学校法人の単年度の収支状況が記録されたもので、具体

的には、学校法人の予算、決算、資金の流れ、収支の均衡状況を示すものである。し

たがって、資金収支計算書のすべてを開示することになれば、教育、その他の諸活動

のうち、どの活動にどれだけの力点をおいているのか、あるいは、収入支出の実態な

ど学校の経営の方針、ノウハウが明らかになることから、当該学校法人が、自主性、

独自性を活かした自由な教育その他学校運営を行っていくうえで、当該学校法人の権

利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると考える。

しかしながら、学校法人会計基準では、資金収支計算書については大科目及び小科

目、貸借対照表については大科目、中科目及び小科目について記載すべき科目名が規

定されていることから、これらの科目名については不開示とすべきではないと考える。

ただし、小科目については任意に細分できることとされており、細分化された小科目

の内容は、法人の実施する個別具体的事業名や取引先金融機関名等、直接的に法人の

経営内容を指し示すものであり、開示することになれば、当該学校法人の権利、競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると考える。

また、大科目の金額については、仮に開示したとしても、学校法人のある程度の財

務分析は可能であるが、当該学校法人の経営方針、財産の管理、運用方針が、具体に

明らかになるとはいえないことから、当該学校法人の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるとはいえない。

したがって、本件行政文書において、開示しない部分に記載された情報につい

ては条例第７条第３号アに該当すると考える。

第５ 審査会の判断理由

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

１ 基本的な考え方

条例は、その第１条にあるように、県政に対する県民の理解と信頼を深め、県民の

県政への参加を促進し、もって県民の知る権利への理解を深めつつ、県の有するその

諸活動を県民に説明する責務が全うされるようにするとともに、公正で開かれた県民
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本位の県政を一層推進することを目的として制定されたものであり、その解釈・運用

に当たっては、県民の行政文書開示請求権を十分尊重する見地から行わなければなら

ない。

しかし、この行政文書開示請求権も絶対的で無制限な権利ではなく、個人、法人等

の権利利益や、公共の安全、公共の利益等も適切に保護すべき必要があり、開示しな

いことに合理的な理由がある情報を不開示情報として、条例第７条に規定している。

これらの条例上不開示とされている情報については、条文の趣旨に添って客観的に判

断する必要がある。

したがって、当審査会は、原則開示の理念に照らし、本件行政文書が、不開示情報

を規定する条例第７条各号に該当するかどうかを、その文理及び趣旨に従って判断す

るとともに、本件事案の内容に即し、個別、具体的に判断することとする。

２ 本件行政文書について

本件行政文書は、私立学校振興助成法第１４条の規定により、補助金の交付を受

ける学校法人が作成し、所轄庁に届け出なければならないとされている財務計算に

関する書類の一部である。また、学校法人が、私立学校法第４７条第１項の規定に

より、毎会計年度終了後２月以内に作成しなければならない書類の一部でもある。

資金収支計算書には、学校法人が毎会計年度、当該会計年度の諸活動に対応するすべ

ての収入及び支出の内容並びに当該会計年度における支払資金（現金及びいつでも引き

出すことができる預貯金をいう。）の収入及び支出のてん末が記録されており、貸借対

照表には、学校法人の当該年度末における財務状況が記録されている。

なお、学校法人は、私立学校法第４７条第２項の規定により、貸借対照表、収支計

算書等を各事務所に備えて置き、当該学校法人の設置する私立学校に在学する者その

他の利害関係人から請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを

閲覧に供しなければならないとされているが、何人に対しても閲覧に供することとは

されていない。

３ 条例第７条第３号該当性について

(1) 条例第７条第３号該当性について

条例第７条第３号は、「法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体

及び地方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を

営む個人の当該事業に関する情報」であって、「ア 公にすることにより、当該法

人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるも

の」に該当する情報については、不開示とする旨規定している。

実施機関は、本件不開示情報のうち異議申立人が異議申立ての趣旨で開示を求め

ている部分については、条例第７条第３号アに該当するとしているので、以下検討

する。

学校法人会計基準によると、資金収支計算書中、「施設関係支出」及び「設備関

係支出」は大科目であり、「建物支出」、「構築物支出」、「教育研究用機器備品
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支出」及び「その他の機器備品支出」は小科目である。また、貸借対照表中、「建

物」、「構築物」、「教育研究用機器備品」及び「その他の機器備品」は小科目で

ある。

また、「建物支出」は、建物に附属する電気、給排水、暖房等の設備のための支

出を含み、「構築物支出」は、プール、競技場、庭園等の土木設備又は工作物のた

めの支出であり、「教育研究用機器備品支出」は、標本及び模型の取得のための支

出を含むとされている。「建物」は、建物に附属する電気、給排水、暖房等の設備

を含み、「構築物」は、プール、競技場、庭園等の土木設備又は工作物であり、

「教育研究用機器備品」は、標本及び模型を含むとされている。

実施機関は、資金収支計算書及び貸借対照表の大科目の金額は開示し、資金収支

計算書及び貸借対照表の小科目並びに貸借対照表の中科目の金額は不開示としてい

る。

異議申立人が異議申立ての趣旨で開示を求めている部分に係る金額は、資金収支

計算書及び貸借対照表の小科目に係る金額であり、法人の事業運営上の内部管理情

報である。これらの金額については、学校法人の経営に要する経費の詳細な内訳で

あり、当該法人の財政状態、独自の経営戦略及び自主的な資産運用の実態を示すも

のであることから、学校法人の公的性格を考慮してもなお、これを公にすることに

より、学校法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認

められる。

したがって、資金収支計算書及び貸借対照表の小科目に係る金額は、条例第７条

第３号アに該当すると認められる。

しかしながら、貸借対照表の中科目については、その金額を開示することとなれ

ば固定資産の内訳の大まかな情報をうかがい知ることが可能ではあるが、小科目の

金額が開示されなければ、法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するお

それがあるとまではいえない。

そうすると、貸借対照表中、中科目である「有形固定資産」及び「その他の固定

資産」に係る「本年度末」欄、「前年度末」欄及び「増減」欄に記録されている金

額並びに貸借対照表に附属する固定資産明細表における「有形固定資産」及び「そ

の他の固定資産」に係る「差引期末残高」の「計」欄に記録されている金額につい

ては、開示しても法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ

るといえないと認められる。

したがって、貸借対照表の中科目に係る金額は、条例第７条第３号アに該当しな

いと認められる。

(2) 補助金に関する文書について

異議申立人は、異議申立ての理由で、補助金が目的にかなった正しい使われ方が

されているかを点検することが重要であるので、是非とも開示されたい旨主張する。

たしかに、資金収支計算書及び消費収支計算書における補助金収入の内訳を構成

する小科目については、当該法人に対する何らかの公的資金による補助を示すもの
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であり、補助金を交付する側がその金額を明らかにしていることに照らすと、これ

を不開示とする理由はなく、資金収支計算書及び消費収支計算書における補助金収

入の欄については、小科目の金額まで開示すべきである。

本件決定においても、資金収支予算書及び消費収支予算書並びに資金収支計算書

及び消費収支計算書における補助金収入は、小科目及びその金額まで開示されてい

る。

しかし、異議申立人が異議申立ての趣旨で開示を求めている部分は、公的資金に

よる補助を示すものではなく、補助金を交付する側で金額を明らかにしているもの

でもないので、(1)の結論を左右するものではない。

４ 結 論

以上の事実及び理由により、当審査会は「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

第６ 審査会の審査経過

当審査会の審査経過は、別紙２のとおりである。
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（別紙１）

学校法人○○○○に係る行政文書、その開示しない部分及び開示しない理由

特定した行政文書 開示しない理由

開示しない部分 根拠
年度 行政文書の名称 理 由

(条例)

１６ 収支予算書
１７
１８ 表紙
１９
２０ 資金収支予算書 ・小科目の金額（補助 第７条 左記不開示部分を

金収入の小科目を除 第３号 開示することは、当
く。） 該法人の権利、競争

・大科目を開示するこ 上の地位その他正当
とにより小科目の金 な利益を害するおそ
額を知りうる場合の れがあるため
小科目名

・小科目の内訳に係る
項目

消費収支予算書 同上

１６ 計算書類
１７
１８ 表紙
１９

資金収支計算書 ・小科目の金額（補助 第７条 左記不開示部分を
金収入の小科目を除 第３号 開示することは、当
く。) 該法人の権利、競争

・大科目を開示するこ 上の地位その他正当
とにより小科目の金 な利益を害するおそ
額を知りうる場合の れがあるため
小科目名

・小科目の内訳に係る
項目

・小科目の金額に係る
担当者記載事項

人件費支出内訳表 ・計を除く金額

消費収支計算書 ・小科目の金額 (補助
金収入の小科目を除
く。)

・大科目を開示するこ
とにより小科目の金
額を知りうる場合の
小科目名

・小科目の内訳に係る
項目

貸借対照表 ・中小科目の金額
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特定した行政文書 開示しない理由

開示しない部分 根拠
年度 行政文書の名称 理 由

(条例)

１６ ・大科目を開示するこ 第７条
１７ とにより小科目の金 第３号
１８ 額を知りうる場合の
１９ 小科目名

・小科目の内訳に係る
項目

・注記の金額及び項目
に係る説明

・小科目及び注記の金
額に係る担当者記載
事項

固定資産明細表 ・金額（差引期末残高
の合計欄を除く。）

・摘要欄

借入金明細表 ・借入先名、金額、利
率、返済期限

・摘要欄

基本金明細表 ・要組入高、組入高、
未組入高の金額
（組入高の事項欄合
計の前期繰越高、当
期組入高、当期末残
高の金額を除く。）

・基本金が１の場合の
基本金の号数

・当期組入高の内訳に
係る事項及び当該事
項に係る別紙

・摘要欄

２０ 計算書類 一式 当該文書を取得し
ていないため

１６ 私立学校教育経常費補
１７ 助金交付申請書
１８
１９ 私立学校教育経常費 ・人件費、設備関係経 第７条 左記不開示部分を
２０ 補助金使用計画書 費の金額 第３号 開示することは、資

金収支の小科目の一
部まで開示すること
になり、当該法人の
権利、競争上の地位
その他正当な利益を
害するおそれがある
ため
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特定した行政文書 開示しない理由

開示しない部分 根拠
年度 行政文書の名称 理 由

(条例)

１６ 私立学校教育経常費補
１７ 助金変更交付申請書
１８
１９ 私立学校教育経常費 ・人件費、設備関係経 第７条 左記不開示部分を
２０ 補助金使用計画書 費の金額 第３号 開示することは、資

金収支の小科目の一
部まで開示すること
になり、当該法人の
権利、競争上の地位
その他正当な利益を
害するおそれがある
ため

私立学校教育経常費補
助金に係る交付指令書

私立学校教育経常費
補助金交付決定に係
る一覧

１６ 私立学校教育経常費補
１７ 助金に係る実績報告書
１８
１９ 私立学校教育経常費 ・人件費、設備関係経 第７条 左記不開示部分を

補助金使用明細書 費の金額 第３号 開示することは、資
金収支の小科目の一
部まで開示すること
になり、当該法人の
権利、競争上の地位
その他正当な利益を
害するおそれがある
ため

２０ 私立学校教育経常費補 一式 当該文書を取得し
助金に係る実績報告書 ていないため

１６ 財産目録 一式 当該文書を取得し
１７ ていないため
１８
１９
２０
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（別紙２）

審 査 会 の 審 査 経 過

年 月 日 審 査 経 過

平成２１年 ６月１５日 ・ 実施機関から諮問を受けた。

平成２１年 ７月１４日 ・ 実施機関から理由説明書の提出を受けた。

平成２１年１１月２０日 ・ 実施機関から不開示理由等を聴取した。

（第１３６回審査会） ・ 事案の審議を行った。

平成２１年１２月１７日 ・ 答申案のとりまとめを行った。

（第１３７回審査会）

平成２２年 １月 ８日 ・ 実施機関に対して答申を行った。
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